
○
総
務
省
告
示
第
百
四
十
八
号

経
済
セ
ン
サ
ス
基
礎
調
査
規
則
（
平
成
三
十
一
年
総
務
省
令
第
四
十
六
号
）
第
七
条
第
二
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
次

の
よ
う
に
甲
調
査
に
係
る
調
査
票
の
様
式
を
様
式
第
一
号
か
ら
様
式
第
三
号
ま
で
及
び
乙
調
査
に
係
る
調
査
票
の
様
式

を
様
式
第
四
号
と
定
め
、
告
示
す
る
。

な
お
、
平
成
三
十
一
年
総
務
省
告
示
第
百
九
十
一
号
（
経
済
セ
ン
サ
ス
基
礎
調
査
規
則
に
基
づ
く
、
調
査
票
の
様
式

を
定
め
る
件
）
は
廃
止
す
る
。

令
和
六
年
四
月
二
十
二
日

総
務
大
臣

松
本

剛
明



・ この調査は、統計法に基づく基幹統計調査で、報告の義務があります。
・ 秘密の保護には万全を期していますので、ありのままを記入してください。
・ この調査票は、統計的に処理され、税務資料などに使われることはありません。
・ 同封の『調査票の記入のしかた』を参照して記入してください。

所属部署名

電話番号　（ ）　 － 内線 （ ）　
記入者氏名

フリガナ
記入者
連絡先

※ 調査票の内容について照会する場合がありますので、連絡先の記入をお願いします。

経済センサス - 基礎調査  調査票Ａ【企業・団体調査票】秘 基幹統計調査

令和　年６月１日

企業・団体調査票は記入おわりです。引き続き、事業所調査票への記入をお願いします。

●あらかじめ印字されている内容に変更がある場合は、二重線で消して修正してください。
企業・団体全体の情報について確認・記入してください。

ビル・マンション名等（階、号室まで記入してください。）町丁・字・番地・号

郵便番号 市区町村名

法人番号指定なし

（法人番号が指定されていない場合は、
「 」印を記入してください。）

都道府県名

－

（公益財団・社団法人、一般財団・社団法人、 学校・宗教・医療法人、協同組合、信用金庫等）

０　個人経営（雇用者なし）
１　個人経営（雇用者あり）
２　株式会社・有限会社・相互会社
３　合名会社・合資会社
４　合同会社
５　会社以外の法人

記入おわりです。

①

②

③

●同封の『調査票の記入のしかた』を参照して、できるだけ詳しく記入してください。

円

十兆 兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 万 （万円未満四捨五入）

１　税込み ２　税抜き

※万円単位

0 0 0 0
十万

７  資本金又は出資金・基金の額

● ７欄は、４欄の回答が「２ 株式会社・有限会社・相互会社」、「３ 合名会社・合資会社」又は「４ 合同会社」の場合のみ記入してください。

円

十兆 兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 万 （万円未満四捨五入）※万円単位

0 0 0 0
十万

１  名称及び電話番号 フリガナ

２  所在地

正式名称

通称名
電話番号（代表） －）（

４  経営組織

３  法人番号

●企業・団体の本所の所在地を記入してください。
●登記上の所在地ではなく、実際に事業を行ってい
る所在地を記入してください。

●郵便番号から町丁・字・番地・号、ビル・マンション
名、階、号室まで全て記入してください。

●他の事業所の構内にある場合は、その事業所の名
称を「ビル・マンション名等」欄に記入してください。

●法人番号（13桁）を記入してください。
●法人番号については、法人番号指定通知書又は国
税庁法人番号公表サイトで確認できます。

●該当する番号を○で囲んでください。
●「個人経営」の場合には、事業所の雇用者の有無に
よって、該当する番号を○で囲んでください。
なお、雇用者とは、個人業主に雇われて賃金や給
与を得ている者をいいます。

●個人業主の家族でも、賃金や給与を受け取ってい
る場合は、雇用者となります。

●法人の場合は、「正式名称」欄には
登記上の名称を記入してください。

● 屋号など通称名がある場合は、
「通称名」欄に記入してください。

５  企業・団体全体の主な事業の内容
（1） 主な事業の内容

（2） 生産品、取扱商品又は営業種目

● 企業グループ全体（連結）ではなく、企業単体
（単独）の主な事業の内容を記入してください。

●上記（１）で記入した内容について、生産品、取扱
商品又は営業種目を収入額又は販売額の多い
順に記入してください。

●右記（2）はできる限り「１税込み」で記入してく
ださい。ただし、税込みで記入できない場合は、
「２税抜き」で記入してください。

●選択した記入方法を○で囲んでください。

（1） 消費税の税込み記入・税抜き記入の別
●令和５年１月から12月までの１年間（この期間で記入できない場合は、令和５年を最も多く含む決算期間）
の決算について記入してください。

●企業グループ全体（連結）ではなく、企業単体（単独）の総売上（収入）金額を記入してください。

（2） 企業・団体全体の年間総売上（収入）金額
６  企業・団体全体の年間総売上（収入）金額



経
済
セ
ン
サ
ス
 - 基

礎
調
査
  調
査
票
Ａ 【
事
業
所
調
査
票
】

秘
基
幹
統
計
調
査

令
和

　
年
６
月
１
日

う
ち
常
用
雇
用
者
数

（
２
）生
産
品
、取
扱
商
品
又
は
営
業
種
目

①②③

ビ
ル
・
マ
ン
シ
ョ
ン
名
等（
階
、号
室
ま
で
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。）

ビ
ル
・
マ
ン
シ
ョ
ン
名
等（
階
、号
室
ま
で
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。）

ビ
ル
・
マ
ン
シ
ョ
ン
名
等（
階
、号
室
ま
で
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。）

ビ
ル
・
マ
ン
シ
ョ
ン
名
等（
階
、号
室
ま
で
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。）

ビ
ル
・
マ
ン
シ
ョ
ン
名
等（
階
、号
室
ま
で
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。）

従
業
者
総
数

（
１
）主
な
事
業
の
内
容

人 人

〒
ー

フ
リ
ガ
ナ

連
番

正
式
名
称

通
称
名

電
話
番
号

（
代
表
）

（
）　

－
0
,0
0
0

十
兆

兆
千
億

百
億

十
億

億
千
万

百
万

十
万

万
円

１
　
 令
和
５
年
以
前

2　
 令
和
６
年

う
ち
常
用
雇
用
者
数

（
２
）生
産
品
、取
扱
商
品
又
は
営
業
種
目

①②③

従
業
者
総
数

（
１
）主
な
事
業
の
内
容

人 人

〒
ー

フ
リ
ガ
ナ

正
式
名
称

通
称
名

電
話
番
号

（
代
表
）

（
）　

－
0
,0
0
0

十
兆

兆
千
億

百
億

十
億

億
千
万

百
万

十
万

万
円

１
　
 令
和
５
年
以
前

2　
 令
和
６
年

う
ち
常
用
雇
用
者
数

（
２
）生
産
品
、取
扱
商
品
又
は
営
業
種
目

①②③

従
業
者
総
数

（
１
）主
な
事
業
の
内
容

人 人

〒
ー

フ
リ
ガ
ナ

正
式
名
称

通
称
名

電
話
番
号

（
代
表
）

（
）　

－
0
,0
0
0

十
兆

兆
千
億

百
億

十
億

億
千
万

百
万

十
万

万
円

１
　
 令
和
５
年
以
前

2　
 令
和
６
年

う
ち
常
用
雇
用
者
数

（
２
）生
産
品
、取
扱
商
品
又
は
営
業
種
目

①②③

従
業
者
総
数

（
１
）主
な
事
業
の
内
容

人 人

〒
ー

フ
リ
ガ
ナ

正
式
名
称

通
称
名

電
話
番
号

（
代
表
）

（
）　

－
0
,0
0
0

十
兆

兆
千
億

百
億

十
億

億
千
万

百
万

十
万

万
円

１
　
 令
和
５
年
以
前

2　
 令
和
６
年

う
ち
常
用
雇
用
者
数

（
２
）生
産
品
、取
扱
商
品
又
は
営
業
種
目

①②③

従
業
者
総
数

（
１
）主
な
事
業
の
内
容

人 人

〒
ー

フ
リ
ガ
ナ

正
式
名
称

通
称
名

電
話
番
号

（
代
表
）

（
）　

－
0
,0
0
0

十
兆

兆
千
億

百
億

十
億

億
千
万

百
万

十
万

万
円

１
　
 令
和
５
年
以
前

2　
 令
和
６
年

・
こ
の
調
査
は
、統
計
法
に
基
づ
く
基
幹
統
計
調
査
で
、報
告
の
義
務
が
あ
り
ま
す
。

・
秘
密
の
保
護
に
は
万
全
を
期
し
て
い
ま
す
の
で
、あ
り
の
ま
ま
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

・
こ
の
調
査
票
は
、統
計
的
に
処
理
さ
れ
、税
務
資
料
な
ど
に
使
わ
れ
る
こ
と
は
あ
り
ま
せ
ん
。

・
同
封
の『
調
査
票
の
記
入
の
し
か
た
』を
参
照
し
て
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

１
  事
業
所
の
名
称
及
び
電
話
番
号

●「
正
式
名
称
」欄
に
は
、法
人
名
と
事
業
所
名（
店
舗
名
等
）を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

●
屋
号
な
ど
通
称
名
が
あ
る
場
合
は
、「
通
称
名
」欄
に
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

２
  事
業
所
の
所
在
地

●
登
記
上
の
所
在
地
で
は
な
く
、実
際
に
事
業
を
行
っ
て
い
る
所
在
地
を
記
入
し
て
く

だ
さ
い
。

●
郵
便
番
号
か
ら
町
丁・字・番

地・号
、ビ
ル・マ

ン
シ
ョ
ン
名
、階
、号
室
ま
で
全
て
記

入
し
て
く
だ
さ
い
。

●
他
の
事
業
所
の
構
内
に
あ
る
場
合
は
、そ
の
事
業
所
の
名
称
を「
ビ
ル
・マ
ン
シ
ョ

ン
名
等
」欄
に
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

３
  事
業
所
の
従
業
者
数

●
従
業
者
総
数
に
は
、他
の
会
社
な
ど
別
経

営
の
事
業
所
へ
出
向
又
は
派
遣
し
て
い
る

人
も
含
め
ま
す
。

●
常
用
雇
用
者
と
は
、期
間
を
定
め
ず
に
雇
用

し
て
い
る
人
又
は
１
か
月
以
上
の
期
間
を

定
め
て
雇
用
し
て
い
る
人
を
い
い
ま
す
。

な
お
、常
用
雇
用
者
に
は
有
給
役
員
を
含

め
ま
せ
ん
。

●
個
人
業
主
の
家
族
で
も
、賃
金
や
給
与
を

受
け
取
っ
て
い
る
場
合
は
、常
用
雇
用
者
と

な
り
ま
す
。

５
  事
業
所
の
年
間
総
売
上（
収
入
）金
額
　
※
万
円
単
位

●
令
和
５
年
１
月
か
ら
12月

ま
で
の
１
年
間（
こ
の
期
間
で
記
入
で
き

な
い
場
合
は
、令
和
５
年
を
最
も
多
く
含
む
決
算
期
間
）の
決
算
に
つ

い
て
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

　（
万
円
未
満
四
捨
五
入
）

新
た
に
追
加
し
た
事
業
所
の
み

記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

６
  事
業
所
の
開
設
時
期

●
現
在
の
場
所
で
事
業
を
始
め
た
時
期
の

番
号
を
○
で
囲
ん
で
く
だ
さ
い
。

４
  事
業
所
の
主
な
事
業
の
内
容

●
同
封
の『
調
査
票
の
記
入
の
し
か
た
』を
参
照
し
て
、で
き
る
だ
け
詳
し
く
記
入
し
て

く
だ
さ
い
。

　（
１
）主
な
事
業
の
内
容

過
去
１
年
間
の
収
入
額
又
は
販
売
額
の
最
も
多
い
事
業
に
つ
い
て
、そ
の
事
業

の
内
容
を
具
体
的
に
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

　（
２
）生
産
品
、取
扱
商
品
又
は
営
業
種
目

　（
１
）で
記
入
し
た
内
容
に
つ
い
て
、生
産
品
、取
扱
商
品
又
は
営
業
種
目
を
収
入

額
又
は
販
売
額
の
多
い
順
に
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

事
業
所
の
情
報
に
つ
い
て
確
認・記

入
し
て
く
だ
さ
い
。　
　
●
 あ
ら
か
じ
め
印
字
さ
れ
て
い
る
内
容
に
変
更
が
あ
る
場
合
は
、二
重
線
で
消
し
て
修
正
し
て
く
だ
さ
い
｡　
●
 印
字
さ
れ
て
い
る
事
業
所
以
外
に
傘
下
事
業
所
が
あ
る
場
合
は
、空
白
行
に
新
た
に
追
加
し
、記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

様
式
第
２
号



１  事業所の名称及び
電話番号

● あらかじめ印字されている内容に変更がある場合は、二重線で消して修正してください。

ビル・マンション名等（階、号室まで記入してください。）町丁・字・番地・号

フリガナ

２  事業所の所在地 郵便番号

正式名称

５  単独事業所、本所等、支所等の別

６  本所・本社・本店の名
称、電話番号、所在地

通称名
電話番号（代表）

３ 支所・支社・支店
２ 本所・本社・本店
１ 単独事業所

－）（
市区町村名

法人番号指定なし

第１面

４  経営組織

３  法人番号

（他の場所に支所・支社・支店を持たない事業所）

（他の場所にある本所・本社・本店などの統括を受けている事業所）

（他の場所に支所・支社・支店を持ち、それらを統括する事業所）

●登記上の所在地ではなく、実際に事業を行っている
所在地を記入してください。

●郵便番号から町丁・字・番地・号、ビル・マンション
名、階、号室まで全て記入してください。

●他の事業所の構内にある場合は、その事業所の名
称を「ビル・マンション名等」欄に記入してください。

●法人番号（13桁）を記入してください。
●法人番号については、法人番号指定通知書又は国
税庁法人番号公表サイトで確認できます。

●該当する番号を○で囲んでください。
●「個人経営」の場合には、事業所の雇用者の有無に
よって、該当する番号を○で囲んでください。
なお、雇用者とは、個人業主に雇われて賃金や給与
を得ている者をいいます。

●個人業主の家族でも、賃金や給与を受け取ってい
る場合は、雇用者となります。

●法人の場合は、「正式名称」欄には
登記上の名称を記入してください。

●登記上の所在地ではなく、実際に
事業を行っている所在地を記入し
てください。

●他の事業所の構内にある場合は、
その事業所の名称を「ビル・マン
ション名等」欄に記入してください。

●法人の場合は、「正式名称」欄には
法人名と事業所名（店舗名等）を
記入してください。

● 屋号など通称名がある場合は、
「通称名」欄に記入してください。

（法人番号が指定されていない場合は、
「 」印を記入してください。）

都道府県名

－

６欄は、５欄の回答が「３ 支所・支社・支店」の場合のみ記入してください。

フリガナ

正式名称

通称名
電話番号（代表）

郵便番号

所在地

都道府県名 市区町村名

ビル・マンション名等（階、号室まで記入してください。）町丁・字・番地・号

１ 個人経営（雇用者あり）

６ 外国の会社
７ 法人でない団体

２ 株式会社・有限会社・相互会社
３ 合名会社・合資会社
４ 合同会社

（公益財団・社団法人、一般財団・社団法人、 学校・宗教・医療法人、協同組合、信用金庫等）

（外国に本所・本社・本店がある会社等）

（法人格のない労働組合、後援会、協議会等）

５ 会社以外の法人

記入おわりです。０　個人経営（雇用者なし）

第２面（うら面）の
７欄へ

第２面（うら面）の
７欄へ

●

令和　年６月１日

第２面（うら面）の７欄へお進みください。

－）（

－

・ この調査は、統計法に基づく基幹統計調査で、報告の義務があります。
・ 秘密の保護には万全を期していますので、ありのままを記入してください。
・ この調査票は、統計的に処理され、税務資料などに使われることはありません。
・ 同封の『調査票の記入のしかた』を参照して記入してください。

所属部署名

電話番号　（ ）　 － 内線 （ ）　
記入者氏名

フリガナ
記入者
連絡先

※ 調査票の内容について照会する場合がありますので、連絡先の記入をお願いします。

経済センサス - 基礎調査  調査票Ｂ秘 基幹統計調査
様式第３号



11  資本金又は出資金・基金の額

７  事業所の従業者数 従業者総数

うち常用雇用者数

人

①

②

③

第２面

８  事業所の主な事業の内容
（1） 主な事業の内容

●同封の『調査票の記入のしかた』を参照して、できるだけ詳しく記入してください。

（2） 生産品、取扱商品又は営業種目

10  事業所の開設時期

ご回答ありがとうございました。

４欄の回答が「６ 外国の会社」、「７ 法人でない団体」の場合又は５欄の回答が「３ 支所・支社・支店」の場合は記入おわりです。

12欄及び13欄は、５欄の回答が「２ 本所・本社・本店」の場合のみ記入してください。

●

●

11欄は、４欄の回答が「２ 株式会社・有限会社・相互会社」、「３ 合名会社・合資会社」又は「４ 合同会社」の場合のみ記入してください。

●従業者総数には、他の会社など別経営の事業所へ
出向又は派遣している人も含めます。

●常用雇用者とは、期間を定めずに雇用している人
又は１か月以上の期間を定めて雇用している人を
いいます。
　なお、常用雇用者には有給役員を含めません。
●個人業主の家族でも、賃金や給与を受け取ってい
る場合は、常用雇用者となります。

●現在の場所で事業を始めた時期の番号を○で囲
んでください。

●過去１年間の収入額又は販売額の最も多い事
業について、その事業の内容を具体的に記入し
てください。

●上記（１）で記入した内容について、生産品、取扱
商品又は営業種目を収入額又は販売額の多い
順に記入してください。

●右記（2）はできる限り「１税込み」で記入してく
ださい。ただし、税込みで記入できない場合は、
「２税抜き」で記入してください。
●選択した記入方法を○で囲んでください。

●企業グループ全体（連結）ではなく、企業単体（単
独）の主な事業の内容を記入してください。

●上記（１）で記入した内容について、生産品、取扱
商品又は営業種目を収入額又は販売額の多い
順に記入してください。

●右記（2）はできる限り「１税込み」で記入してく
ださい。ただし、税込みで記入できない場合は、
「２税抜き」で記入してください。
●選択した記入方法を○で囲んでください。

円

（1） 消費税の税込み記入・税抜き記入の別
●令和５年１月から12月までの１年間（この期間で記入できない場合は、令和５年を最も多く含む決算期間）
の決算について記入してください。

●令和５年１月から12月までの１年間（この期間で記入できない場合は、令和５年を最も多く含む決算期間）
の決算について記入してください。

●企業グループ全体（連結）ではなく、企業単体（単独）の総売上（収入）金額を記入してください。

（2） 事業所の年間総売上（収入）金額

十兆 兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 万

９  事業所の年間総売上（収入）金額

（万円未満四捨五入）

１　税込み ２　税抜き

人

13  企業・団体全体の年間総売上（収入）金額
（1） 消費税の税込み記入・税抜き記入の別

12  企業・団体全体の主な事業の内容 ●同封の『調査票の記入のしかた』を参照して、できるだけ詳しく記入してください。

（1） 主な事業の内容

（2） 生産品、取扱商品又は営業種目

（2） 企業・団体全体の年間総売上（収入）金額

２　税抜き１　税込み

※万円単位

２  令和６年

１  令和５年以前

0 0 0 0
十万

円

十兆 兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 万 （万円未満四捨五入）※万円単位

0 0 0 0
十万

円

十兆 兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 万 （万円未満四捨五入）※万円単位

0 0 0 0
十万

①

②

③
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